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 わが国は，急速な人口の高齢化に直面しており、そうした変化は，社会保障制度，特に公

的年金財政に大きな影響を及ぼすことが予想される。他方，公的年金財政はマクロ経済に影

響を及ぼし，公的年金もマクロ経済から影響を受けるというように，両者は，相互に依存す

る関係にあり，両者を一体的に分析することは極めて重要であると考えられる。国立社会保

障・人口問題研究所（社人研）が開発・改良を行ってきたマクロ計量モデル（社人研モデル）

と呼ばれるモデルは，そうした分析を可能とするものであり，その有用性が期待される。 
 一方，現在の社人研モデルでは，年齢階級別就業率は，独立行政法人労働政策研究・研修

機構 (JILPT) の「労働力需給の推計」の推計値をそのまま外生的に用いているのみである

が，健康状態が高齢者の就業率を変化させるとの指摘は多くの先行研究で示されており，高

齢者の健康状態の改善を反映して，高齢者の就業率を変化させるよう，モデルの改良を行う

ことが重要であると考えられる。 
 こうした背景から，本研究では，社人研モデルを改良し，高齢者の就業率と健康寿命の関

係を回帰分析によってモデリングし，さらに健康寿命を平均寿命によって回帰推計するこ

とにより，高齢死亡率改善が，健康寿命を延伸することにより，高齢者の就業率を変化させ

る効果を表現した。その結果，出生中位仮定のもとで，将来の死亡仮定を死亡中位から低位

に変化させると，2070 年時点での実質 GDP は約 1.4%増加することが確認された。さらに，

2070 年時点での実質 GDP の推計値は，従来の社人研モデルよりも大きくなることも確認さ

れた。また，厚生年金負担額は，2070 年時点で，約 2.5%増加する。これは，高齢者の就業

率の上昇により，雇用者数が増加し，厚生年金被保険者数が増加したことと，雇用者報酬の

増加により，1 人当たり厚生年金負担額が増加したことによるものである。他方，厚生年金

給付額は，死亡中位の場合と比較して，死亡低位では約 3.5%増加する。 
 分析の結果，死亡率改善は健康寿命を延伸することにより，高齢者の就業を促進し，雇用

者報酬や実質 GDP を増加させるだけでなく，年金財政の給付と負担を同時に強化する効果

を有することが明らかになった。近年の人口の高齢化の背景としては，出生力低下が最も大

きな要因であることは依然として言えるものの，死亡率改善の効果も無視できなくなって

きていることが指摘されている。近年の死亡率改善は高齢死亡率改善によるところが大き

いが，高齢死亡率改善は，人口の高齢化によって年金財政やマクロ経済の負担となるばかり

ではなく，高齢者の就業を促進することにより，マクロ経済のパフォーマンスや公的年金財

政を改善する効果も有することが，本研究により明らかになったといえる。 
 


